
大学進学率の地域的分布の分析*

堀　　内

I.はじめに

第1表は,昭和45年3月と47年3月とにおけ

る,都道府県別の大学進学率である1)。この衰に

よると,進学率はこの2年間で平均21%という

顕著な上昇を示している。このように,全体とし

ては,大学進学率は急速に上昇しているにもかか

わらず,大学進学率の地域的「較差」はむしろ拡

大しているという主張がしばしばなされる2)O　た

とえば,いずれの年にも進学率の最高の県は兵庫,

最低の県は新潟であるが,両者の比率は45年に

は2.C　であるのに, 47年には2」_4となっており,

その意味では「較差」は確かに拡がっている。

実際問題として,大学進学率の地域的「較差」

をどのように評価すべきかは,単純な問題ではな

いが,しばしば利用される変動係数3)を,両方の

年について計算してみると, 45年は0.202, 47年

は0.20Sとわずかではあるが上昇を示している。

この意味から,少くとも, 45年から47年にかけ

て,大学進学率の地域的「較差」は縮小しなかっ

たと主張することができるであろう。

大学進学率の地域的「較差」を重大なものとみ

なすか否かは,最終的には個人の価値判断にかか

ることがらである。しかし,少くとも大学進学率
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1)資料の出所は文部省大臣官房調査統計課『文部

統計要覧』昭和46年版, 48年版C

2)たとえば,昭和48年11月24日付日本経済新

聞朝刊(17)「高学歴社会への歩みをみる」を参照。

3)変動係数(coe缶cientof variation)とは,系列

の標準偏差値を平均値で除したもので定義される.

情　　義

の地域的バラツキは,他の経済変量のバラツキに

比較すれば,たいしたものではないだろうと考え

るのは妥当ではない。たとえば, 1世帯当りの他

人所得についてみると,その変動係数は0.123(昭

和45年度)であり,大学進学率のそれに比べて,

明らかに低い値をとっている4)。

本稿の目的は,経済学的接近によって,大学進一

学率の地域的分布がどの程度説明できるかを枚

訂することにある5)。経済学的接近とはT.W.

Sohultz, G- Becker等によって開発された人的

資本の投資理論6)が応用されるという意味である。,

この理論においては,ある特定の教育を受けるか

香かについての個人の決定は,その個人が,現在

および将来に獲得しうる金銭的ないし非金銭的便

益と,その教育を受けるために,その個人が負担

しなければならない費用との関係に,本質的に依

存しているとされる。このような,きわめて一般

性をもった理論が,本稿で取上げられる特定の問

題の中でどの程度の説明力を持ち得るかがまず検

討される。

ところで各都道府県が持っている大学の「収容

能力」を,各府県の大学が収容する大学生数を全

国の大学生数で除したもので測ることにすると,

昭和46年について,第2表のようになる。このj

表で明らかなように,東京,京都,大阪の3つの・

都府だけで,実に全国の大学生の6割近くを収容

している。このような,大学の収容能力の地域的

4) 1世帯当りの個人所得額は付表の資料yであるO

詳細は資料についての説明(第Ⅵ節)を参照されたい。、

5)ここでの大学とは, 4年制の学部大学のことで

あり,短大や大学院等は含.まれていない。以下の議論

で使われる大学は全てこの意味である。

6) G. S. Becker, Human Capital(1964), T. W.

Schultz, Investment in Human Capital : The Role of

Education and of Research (1971).
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分布を前提とすると7),地方にたまたま在住して

いる青年にとっては,大学教育の機会を獲得する

ために,いくぱくかの余分の費用を負担する必要

があるかも知れない。なぜなら,地方在住の青年

第1表　都道府県別大学進学率

進学率は全卒業者のうち進学者および就職進学者の占める割合であ

る(浪人は含まない)。　出所:文部省大臣官房調査統計課『文部統計
要覧』昭和46年版, 48年版。

第2表　都道府県別大学収容能力(昭和46年度)

この表の収容能力の定義は,各府県における収容大学生数

を全国の大学生数で除したものである。出所:文部省大臣官

房調査統計課『学校基本調査報告書』昭和46年度o
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が,東京,京都,大阪等にある大学へ進学する場

合には,地域間移動を伴わざるを得ないからであ

る。そうだとすれば,地方在住の青年は,地方に

住んでいることによって,大学教育の機会を獲得

する上で不公平(unfair)な取扱いを受けるという

ことになる。本稿はそのような地域間移動に伴う

余分の費用の存在が,大学進学率の地域的分布に

どのような影響を及ぼすかという問題にも光を投

げかけようとするものである。

次の第Ⅱ節では,教育投資の理論を, Irving

Fisher流の図式を用いて検討し,大学進学率が

どのような要因によって規定されるかを,理論的

に明らかにする。第Ⅲ節および第Ⅳ節において

は第Ⅱ節の理論的な結果を,実際のデータを利

用して実証的に検討し,かつ,実証結果について

の評価を行う。

II.教育投資理論のモデル

この節では,ある地域に住んでいる個人(高等

学校卒業者)の大学進学の意思決定を,教育投資

の理論にもとづいて分析するO

前節第2表に示されているような,大学の収容

能力の分布を前提にすると,個人が選択すること

のできるoptionは,主とし宅次の3つであると

考えてよいだろう8)0

(1)中央(具体的には東京,京都,大阪の3都

府)にある大学へ進学する。

(2)地元にある大学-進学する。

(3)大学へ進学rしないで就職する。

7)ここでは,そのような一種の中寒指向の形態が

なぜ成立しているのかを説明することはしない。この

ような中央指向の傾向は,長期間にわたる経済的,社

会的詔効果の累積された結果として形成されたのに違

いない。

8)この他にも,個人にとっては,他の地方に存在

する大学へ進学しようとすることも可能である。しか

し,実際には二,三の例外を別にすれば,地方在住の

青年が別の地方の大学へ進学する土とは,きわめて稀

れなことだと言ってよい。その例外は,東北地方にお

ける宮城県,中部地方における愛知県,九州地方にお

ける福岡県である。これらの県は,各地域において,

それぞれ大学教育の小センタ-になっているO　こうし

た地域の存在のために,後に検討する実証モデルでは

多少の工夫が必要となるだろう。
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個人は,各大学へ進学することの費用(非金銭

的な費用を含む)と,その大学へ進学することに

よって,将来獲得できると期待される利益(もち

ろん,非金銭的利益を含む)とを比較して,どの

大学へ進学しようとするか,ないしは,大学へ進

学しないかを決定する。以下,この点を明らかに

するために,単純な2期間モデルを使って,個人

の主体的均衡に関する分析を行いその結果を踏え

て,さらにひとつの地域全体としての大学進学率

の決定の問題を検討することにしよう9)。

個人は,今期(0期)と来期(1期)とにおける消

費額Co,Ciに関して,ひとつの効用指標U-U(C。,

Cl)を持っており,さしあたり,この指標は,潤

費行動の理論においてしばしば使われている効用

関数と同じ性質をもっているものと仮定する。個

人が今期の期首に利用可能な所得額をyとし10)

今期に進学しないで就職するときに稼得できる稼

碍所得額をYo-y,また,将来稼得できるであろ

うと期待される所得額をYlとする。さらに,い

第1図

9)以下の分析は, 2期間モデルによる投資理論の

議論であって,その詳細な説明は, J.Hirshleiferに

よってなされている。 J. Hirsiileifer, Investment, In-

terest and Capital (1970).

10)この〝は個人が借入れに依存することなく利用

できる金額であり,現実には,彼の家庭の所得水準な

いし資産保有額に強く依存しているであろう。
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ま彼が今期いくぱくかの額を借入れるとすると,

その借入れ利子率はrB,また貸付けを行えばそ

の貸付利子率がrL'であるとし,いわゆる「資本

市場の不完全性」のゆえに,借入れの利子率rB

の方が貸付け利子率rLよりも高い値をとってい

るものと仮定すると,個人が大学-進学をしない

場合に達成可能な消費の組合わせ(Co, Ci)の領域

CmC"hiは,第1図のようにひとつの折れ線によっ

て図示されるであろう。

次に,個人が大学へ進学する場合,その大学が

中央にあろうが,地元にあろうが,ほぼ共通して

必要となる平均的な経費eが存在するであろう。

この経費の中には,たとえば,学生が大学へ納付

しなければならない授業料,その他納付金などが

含まれているが,なかでも重要なのは,就職しな

いことによって放棄することになる所得機会(放

棄所得)である。そして,さらに,中央の大学へ

進学することは,それだけ余分な費用eがかかる

ものと考えられる。中央の大学へ進学することは,

確実に,家族と離れて,ある程度以上の独立した

生活を営むことを意味しており,その生活の費用

は,地元にあって家族とともに生活する場合の費

用を上回わるであろう。また,家族を離れて生活

することの精神的な負担も無視しえないものと考

第2図

A Yo- e-1
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えられる11)

地元の大学へ進学することから将来得られるで

あろう利益額をB,中央の大学へ進学することか

ら得られるであろう利益額をB*とすれば,結局

地元の大学へ進学する場合の消費可能領域CnCn,

中央の大学へ進学する場合の消費可能領域CIC工

は,第2図で例示されるような形になるであろう。

さて,ここで個人の当面している選択の問題は,

言うまでもなく, allornothingの選択であるO

上の(1),(2),(3)の選択肢のうち,ひとつを選択

すれば,他のものを断念しなければならない。形

式的に表現するならば,これまでに示した3つの

消費可能領域CiCi, CnCnj CjbCjk.を重ねあわせたと

きに得られる有効フロンティア-のどの部分に,

効用関数u(co,c)から導きだされる無差別曲線

が接するかによって,個人にとって最適な選択肢

が決定されるのである.

考えられる最も単純なケースは,上の3つの消

費可能領域のひとつが,他の2つを完全に支配

(dominate)してしまう場合である。このときに

は,個人の消費パターンについての選好の如何に

かかわらず,その抄とつの消費可能領域に対応す

る選択肢を選ぶのが最適である。消費の有効フロ

ンティア-が,その消費可能領域に一致するため

である。また,あるひとつの消費可能領域が残り

の.2つのうちいずれか一方に,あるいは双方によ

って支配されてしまう場合には,その消費可能領

域に対応する選択肢は決して選ばれないことにな

るO　しかし,実際には,これらのケースは,代表

的なものとは考えられない。なぜなら,もし,そ

れらのケースが代表的なものであるならば,上述

の3つの選択肢のうち少くともひとつについては,

それが選択されることが,例外的なことであると

判断せざるを得ないのであるが,実際には,その

ll)　もちろん,中央の大学に在学することに伴って,

上述の余分な費用をある程度相殺するような便益もあ

るだろう。たとえば,中央の大学へ在学すれば条件の

よいアルバイトの機会が豊富であろうし,また,これ

は社会心理学の問題であろうが,中央の大学に在学す

ることの優越感のようなものが存在するかも知れないO

以下の分析では, Cが正であることは本質的なことで

はない。
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ような判断は下せそうにないからである。

ここで,最もありそうなケースは,どの消費可

能領域も,残りの2つのいずれからも完全に支配

されることがないという場合である。このケース

が第3図に例示的に描かれている。以下の分析は,

このケースを前提として進められている12)

・第3図

CI

cn

Cm
y, +B*

Yi+S

Yl

Yn-e-c Yo-e Yo CiCnCm co

(a)当初の「所得水準」 yの変化

個人が当初処分することのできる所得額yの値

が上昇するということは,第3図における3つの

消費可能領域C工Ci, CnCn, CmChiが同一の幅で右

水平方向-シフトすることを意味しているOいま,

個人にとって,今期の消費も来期の消費も「下級

財」(inferiorgoods)でないとすると,次のような

命題を導き出すことができる。

(a-1)他の条件が一定であれば,特定地域に

おいて(3)を選択する者の比率は, yの平均

値が高いほど,小さいであろう。

まず,従来(3)を選択していた者のうちで,限

12)第1図から第3図までに示されているように,

消費可能領域が折れ線で描かれているということは,

現実的ではあっても形式的な分析を複雑なものにして

いる。議論の本質だけを残して,以下の分析を多少単

純化することは可能かも知れない。
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界的な状況13)にあったものは1,所得yの増加によ

って, (1)ないし(2)を選択するようになるであろ

う0　4)ちろん,必ずどちらか一方が新たに選択さ

れると断言することはできない(1),(2)のいず

れが選択されるかは, 3つの消費可能領域の位置

関係や無差別曲線の曲率-つまり;時間遺好率

の変化のしかた-に微妙に依存しているのであ

る。他方,従来(1)ないし(2)を選択していた者が,

yの増加によって(3)を選択するようになること

は決してない.これは,いずれの期の消費も「下

級財」でない,という仮定によって導かれる結論

である14)

a-2)他の条件が一定であれば, yの値が大

きいほど, 0,(2の選択肢のうち,費用の

よりかかる方を選ぶ者の比率は確実により

高い値をとる。他の一方の選択肢をとる者

の比率がより高い値をとるか香かほ不確定

である。

既に説明したように, yの増加によって(3)から

(1)へ,あるいは(3)から(2)への選択の変更が生

じる。当初(1)ないし(2)を選択していた者の比率

がyの増加によってどのように変わるかは,選択

肢(1)に対応する消費可能領域CiCiの屈折点AI

と選択肢(2)に対応する消費可能領域CnCnの屈

折点AⅡとの位置関係に依存する。第3図に示さ

れているように, AIがAⅡ,の北西方向にある場合

には, yの増加の結果, (2)を選択していた者の-

13) 「限界的な状況」とは無差別曲線が, 2つないし

3つの選択肢に対応する消費可能領域に接しているか,

あるいはほぼ接しているような場合である。このとき

には,消費可能領域を変化させるようなパラメターの

限界的な変化が,選択肢の変更をもたらしうるのであ

る。

14)この結論の厳密な証明は見かけほど容易ではな

い。しかし,消費額Co,Ciについての選好のパタ-ン

が,いわゆる限界代替率逓減の法則に従っており,

Co, Clともに通常財(normalgoods)であることが仮定

されていると,次の命題が成立する。同「無差別曲線

上にある2組の消費パタ-ン(C。1,cV), (C02,C,2)にお

いて,今期の消費額が同一顧aだけ増加した場合,

ColくC02であるならば, (Col十a, Cl!1)の方が(C。'+a,

Ci2)よりも選好されるOつまり, U{CJ-+a,Cll)>U(C<?

+a,d2)が成立するo　ただし, a>0。この自明な命題

にもとづいて,以下の結論の全てが証明できる。
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部が(1)に選択を変えることがありうる一方, (1)

を選択していた者は決して(2)に選択を変えるこ

とはないだろうo　したがって,この場合, yの増

加によって(3)から(1),(2)から(1)への選択の移

動があるわけだから, 1)を選択する者の比率は増

加することになるであろう。しかし,(2)を選択す

る者の比率が増加するか香かは不確定である。同

じようにして, AⅡがAIの北西方向にある場合に

は, yの増加の結果, (2)を選択する者の此率は増

加するが, (1)をう巽択する者の比率が増加するか杏

かは不確定であるO　直観的にはAIがAⅡの北西

方向に位置しているという場合-つまり,中央

の大学へ進学することの追加的費用Cが正である

場合-の方がありそうであるが,理論的な分析

の段階では,はっきりした結論を下すことはでき

ない15)

(b)大学進学の共通の費用eの変化

個人が地元の大学へ進学しようとも,中央の大

学へ進学しようとも,負担しなければならない経

費をeとしたが(恐らく,このeの大半を放棄所

得が占めるであろう),このeが変化することは,

どのような影響をもたらすであろうか。 eの増加

は明らかに一部の個人が. 1ないし(2)から(3)へ

選択を変更するという効果をもたらすであろう。

b-1)他の条件が一定であるならば,特定地

域において, (3)を選択する者の比率は, β

の値が大きいほど,高いであろう。

eの増加は,消費可能領域CiCi,CnCaを全く同

じ幅で左方-シフトさせる。したがって,限界的

に生じる(1)と(2)の選択肢の問の選択の変更のパ

ターンは,屈折点AIとAⅡ葛との位置関係に依存

している。』王が』Ⅱの北西方向に位置しているの

であれば, eの増加の結果としてのC¥C¥,CjiCeの

シフトによって,限界的には, (1)から(2)への選

択の変更が生じる。また逆に, 』ⅡがAIの北西方

向に位置する場合には, eの増加の結果, 2)か

ら(1)への選択の変更が生じる16)。以上を要約す

15)実証分析の結果では,この直観が正しいことが

示されている。第Ⅳ節を参照されたい。

16)当然,この緒論は,今期の消費も来期の消費も

下級財でないという前提に依存している。
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第4図

Ci CnCm co

ると,

(b-2　個の条件が一定であるならば, eの値

が大きいほど,(1), 2)の選択肢のうち,よ

り費用のかかるものを選ぶ者の此率が低い

であろう。

(C)中央の大学へ進学することの追加的費用

Oの変化

中央の大学へ進学することによって,余分にか

かる費用Oの増加は,図で言えば消費可能領域

CiCiだけが左方シフトするO　当然のことながら,

(1)から(2), (1)から(3)-の限界的な選択の変更

が生じるであろう.しかし,Cの変化は,消費可

能領域CnCn, CmCmの位置に何の影響も与えないO

それゆえ,選択肢(2)と(3)との問で選択の変更が

生じることはない。

(c-1)他の条件にして一定であれば, Oの値

が大きいほど,特定の地域において, 1を

選択する者の比率は低く, (2)および(3)杏

選択する者の此率は高い値をとる。

(d)費用Oの減少と所得yの増加

上に得た結論のうち, (a-2　と　c-1)とを比較

してみると,もし中央の大学へ進学することの方

が,地元の大学-進学することよりも費用の高く

つくものであるならば(つまり,Oが正であるなら

ば),所得水準yが高いということと,追加的費

(B)
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用Cが低いこととは,実質的には同じような効果

を持っており,すなわち,特定地域内において,

中央の大学へ進学しようする者の比率がそうでな

い場合に比べて高まることを意味している。、しか

し,両者の問には詳細に検討してみると,微妙な

差異が存在する。他の条件を一定としたままで,

当初の所得額yがある額だけ高くなるということ

と,中央の大学へ進学することの追加的費用Cが

それと同じ額だけ低くなるということとを比較し

てみると,いずれの場合にも,中央の大学へ進学.

しようとする者の比率を高めるけれども, Cの減

少の場合の方がその此率をより大幅に高めるので

ある。このような差異は, Cの変化が消費可能領

域CiCiをシフトさせるだけであるのに対して, y

の変化は, CiCif CuCe,CmCmの全てをシフトさせ

る効果を持っているということから由来するので

ある。

既にみたようにCが,一定額減少する場合と,

それと同額だけyが増加する場合とを比較すれば,

いずれの場合にもCiCiは同じ幅だけ右方向へ平

行にシフトする(第4図AおよびB)。しかし,

後者の場合には,消費可能領域CnCnおよびCmCm

も同一の幅で右方向-シフトする(第4図B).こ

の結果,いずれの場合にも, (3)から(1)ないし(2)

から(1)への選択のシフトが生じるわけであるが,
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(3)から(1)ないし(2)から(1)への選択の変更の生

じる割合は,他の条件が同じであれば, Cが減少

する場合の方が大きいことは,図から明白であろ

う。このことを直観的に説明すれば次のようにな

るだろう. Cが減少する場合の方が,消費可能領

域CnCnおよびCmCrnをシフトさせないがゆえに,

全体として,個人にとっての今期の消費と来期の

消費の限界変形率(the rate of marginal trans-

formation)を高め,それだけ将来の消費を高め

るような選択-この場合,中央の大学へ進学す

る上いう選択-のとられる割合が多くなるので

ある17)。

(d-1)特定の地域における中央の大学の進学

希望者の割合は,当初の所得yの変化より

も,追加的費用cの同じ額の変化に対して,

より敏感に反応する18)。

(e)その他のパラメターの変化

個人の主体的均衡に対する　B, B*, Yu rB,rL

等のパラメタ-の変化の効果も,これまでと全く

同様にして分析することができる。しかし,以下

でとり上げられる実証分析は,大学進学率の地域

的分布を説明することを目的としている。そして,

各地域に居住する個人にとって　y,eおよびCを

除くその他のパラメタ-が有意に異なっていると

考えるべき理由は全く見当らないように思われる。

したがって,実証分析の部分では,大学進学率の

地域分布を,基本的には,これまでに検討した3

つのパラメタ-y,e,Oの相異によって説明すると

いう方法が採用される.ゆえにy,e,cを除くその

他のパラメタ一に関する検討は,以下の分析にと

って意味を持たないという理由で,行わないこと

する。

III.実証分析

前節で議論された理論モデルを使って,この節

17)言うまでもなく,同じ額だけ, Cが減少するの

とyが増加するのとでは,後者の方がより大幅に消費

可能頚城を拡大させることは明らかである。したがっ

て,後者の方が,個人の経済的厚生を大幅に増加させ

ると考えることができる。

18)　もちろん,この命題はe>0であることを前提

としている。
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で,大学進学率の地域分布を説明しようとする試

みが行われる。まず,ここで「地域」という言葉

が使用されているが,どのように「地域」を区分

するかは,かなりむずかしい問題であろう。ここ

では都道府県の別で「地域」の単位を設定する方

法がとられているが,これはあくまでも便宜上と

られた方法であって,本稿の分析にとって,この

方法が最適であるかどうか,考察された精巣とし

て採用されたものではないことを断っておこう。

前節のモデルから言えば「地域」の単位は,その

地域内に居住する個人が,その地域内に存在する

大学-すなわち,地元の大学-へ入学すると

きに,住居の移動を行う必要がなく,かつ中央の

大学へ進学するときには,住居の移動が不可避的

に伴うように設定されなければならないだろう。

その意味では,たとえば北海道は,ひとつの「地

域」としては広すぎるだろう。なぜなら,北海道

内に居住する個人が,北海道の大学-進学すると

きにも,住居の移動が避けられない場合がしばし

ばおこりそうだからである。また,埼玉,千葉,

神奈川といった東京都に隣接する諸県,滋賀,兵

庫,奈良といった京都,大阪両府に隣接する諸県

については,これらの県内に居住している個人の

かなりの数は,住居の移動を伴うことなく中央の

大学へ進学することができるという意味で,地方

の「地域」として考えるのは適当でないかも知れ

ない。しかし,大半の県は,先に述べた条件をほ

ぼ満たしているものと考えることができるだろう。

ところで,各地域には,今期の消費と来期(将

来)の消費とに関するさまざまの選好パターン牢

もち,さまざまの値の「所得」 yに直画する多く

の高校卒業者が存在する。彼らが,前節の冒頭に

あげられた3つの選択肢のどれを採用するかは,

既に明らかにしたように,主として,今期の「所

得」 y,大学へ進学することの共通の費用e,中央

の大学へ進学するために追加的に要する費用Cに

依存する。そこで,ある特定の地域において,中

央の大学へ進学を希望する者の比率をPA,地元

の大学への進学を希望する者の比率をPBとする

と,このPAおよびPBは,その地域における家

計1世帯当りの今期の「所得」 yの平均値9,お
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よびe,Cに関する関数形で,次のように表現され

るであろう19)

(1) Pa-Pa(密,e,o)

(2) PB-PB(y,e,o)

(1), (2)は高校卒業者の進学希望に関するもの

であって,実現した進学率ではないことに注意す

る必要がある。しかも,実際に利用することので

きる資料は実現した進学率に関するものである。

つまり,方程式の推定にあたっては,被説明変数

としては,いわば事後的な,実現した進学率を採

用せざるを得ない。事前的な進学希望率と事後的

な進学率との間の承離を組織的に説明する要因を

何か考えることができるであろうか。ここで注目

すべきものは,各地域における地元の大学の収容

能力であろう。中央の大学へ進学を希望する者の

一部は,その希望がかなえられないわけであり,

彼らは結局大学への進学を断念するか,あるいは

地元の大学へ進学することになるであろう。そし

て,地元の大学へ進学することのできる者の割合

は,他の条件にして一定であれば,地元の大学の

収容能力が高いほど大きいであろう。また,地元

の大学への進学を希望する者の中で,その希望の

実現する者の割合も,地元の大学の収容能力が高

いほど大きいものと考えられるO　このように考え

ると,・他の条件にして一定であれば,地元の大学

19)個人の選択の分析から, (1). (2)に表現されるよ

うな集計化された進学希望率の定式化へ移行すること

には,若干の注意が必要であろう。ある特定の地域に

在住する個人にとって,大学進学の共通費用eおよび

中央の大学へ進学するときの追加費用βに個人差が存

在するとほ考えられないから,集計化された進学希望

率の関数の中にeおよびOが直接含まれることには,

さほど問題はないだろうが,今期の所得yについては,

明らかに個人毎の差が存在する。それゆえ,集計化さ

れた進学希望率Pa, Pbの中に,所得水準の平均値だ

けが入っていることが妥当であるか香かという疑問が

生じるのである。たとえば,単に平均の所得水準ばか

りでなく,地域内での所得分布のバラツキが進学希望

率Pa, Pbに重要な影響を与えるかも知れない。地域

内の所得分布の状態が大学進学率にどのような影響を

与えるか,という問題はそれ自体理論的にも実証的に

も興味深い問題であるが,その検討は別の機会にゆす

りたい。本稿では,地域内の所得分布のバラツキは進

学率に有意な影響を与えない,ということを前提とし

て以下の分析を進めている。
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の収容能力が高いほど,事後的には,地元の大学

への進学率は高くなり,大学へ進学しない者の割

合は低くなる。そこで,事後的な中央の大学への

進学率RA,地元の大学への進学率RBが,各々,

中央の大学への進学希望率PAおよび地元の大学

への進学希望率PBを規定する要因に依存するば

かりでなく,地元の大学が持っている物理的な収

容能力∫にも依存すると仮定するのはplausible

であろう。すなわち:

(3) RA-RA{y,e,c,f)

(4) BB-RB{y,e,c,f)

以下では,議論を単純化するために, (D, (2)で示

されている進学希望率Pa,Pbと,事後的な進学

率Ra,Rbとの帝離部分が,地元の大学の収容能

力了で説明されると仮定する。そうだとすると,

前節の(a), (b), (c),(d)で行った,進学希望率に

ついての定性的分析が　-Ra>-Rbについて成立するJ

ことになる。すなわち,

・5)豊≧O,豊+晋>02-)

(6)砦≦O,砦≦O,砦+砦くo^)

(7)砦<o・箸,o・砦+砦と022>

(8)晋・砦<023)
さらに,了についての説明から,

・9)晋?,晋>o
以上が本稿の基本モデルから,演鐸される「反証可

能」な諸命題である。

さて,実際の資料を用いた推計が行われる前にデ.

被説明変数Ra,Rb,説明変数密　6, 0および了の

具体的なspeci丘cationがなされなければならな

い。

20)この性質は,第Ⅱ節(a)の分析結果から導き出-

される。

21)この性質は,第Ⅱ節(ち)の分析結果に対応して

いる。

22)この性質は,第Ⅱ節(C)の分析結果に対応して

いる。

23)この性質は,第Ⅱ節(d)の分析結果に対応して

いる。
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i RaおよびRB--=高校卒業者数を分母に

.とり,分子に各々中央の大学へ進学した者の数お

よび地元の大学へ進学した者の数をとった百分率

がRムRBである。ただし,ここで言う大学とは,

4年制の大学であり短期大学は除外してある。ま

た,大学進学者数の中にいわゆる浪人が含まれて

しまっている。以下で分析されるRa,Rbの資料

は昭和43年度と46年度についてのものである24)

なお,昭和43年度については,各地域の男女別

のRa,Rbを知ることができたので,それらにつ

いても,推計が行われているO資料表における

Ri(M), Ri{F){i-A,B)がそれぞれ男子および女

子についての進学率の系列である。

(ii) V一一空目ま,各地域における平均的な華帯

において,子弟の青年期の生活にさくことのでき

る額を示している。以下の分析では,各府県の一

世帯当りの県民個人所得額を9としている。しか

し,理論的には, 9としでは,家計の経常的な収

入よりも,むしろ資産の額の方が望ましいかもし

れない25)

24) EA, RBの数字は,特定の地域の出身の学生が,

各地域に存在する大学へそれぞれ何人入学したかを示

す資料から算出したものである。文部省の担当者によ

れば,この種の資料が公式に発表されるようになった

のは,昭和46年からであるO　しかし昭和43年につい

ての資料が,中教審の資料の一部として整理発表され

た。本稿の分析はこの資料も利用している。中央教育

・審議会答申『今後における学校教育の総合的な拡充整

備のための基本的施策について』昭和47年,基礎資

料No. 1-6 。

25)ただし,各地域の世帯当りの資産保有額を直接

正確に推計することは不可能である。また,Friedman

流の恒常所得を推計するという方法もここでは採用し

ない。なぜなら,各地域の催帯当り個人所得額の値自

体の中に,様々なライフ・サイクルの局面にある家計

が含まれてしまっており,それゆえy～そのものが恒常

所得のひとつの代理変数と考えることもできるからで

ある。また,実際に過去10年間程度の個人所得額の

系列を適当に加重平均しで恒常所得のデータを作って

説明変数としても,その実証結果が,経常的な個人所

得額を説明変数とする場合の結果と相異するか香かは,

准帯当り個人所得のオブァータイムの成長パターンが

地域間で顕著なバラツキを持っているか香かにかかっ

ている。そのようなバラツキがほとんど無視しうる程

度であれば,つまり,どの地域もほぼ同じテンポで港

・帯当り個人所得が変化してきたのであれば,分析結果

Jまどちらの場合でも,ほとんど変わらないはずであ
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(iii)　--・普通,大学へ進学するために個人

ないし彼の家計が負担しなけれぼならない経費と

しては,大学での教育のために,個人が直接支払

わなければならないもの-大学へのさまざまの

納付金,授業料,課外活動費等-ど,いわゆる

「放棄所得」(foregone earnings)とに大別するこ

とができる。地域別の大学進学率の分布を説明す

るという本稿の目的にとって,前者の費用は重要

ではない。なぜなら,そのような費用がどの地域

に居住しているかによって顕著に異なることはあ

りそうにないからである26)。一方,放棄所得は,

どの地域に居住するかによって異なるものと考え

るべきだろうか。この問題は,労働市場における

移動可能怪の問題と密接に関連している。高校卒

業者にとって,彼が就職する場所が相当広い範囲

に開かれているのならば,どの地域に居住するか

が放棄所得に強い影響を与えると考えるべきでは

ないだろう。以下では, eとして,各都道府県の

高卒労働者(男子)の初任給をとることにするが,

実際には,高校卒業者の初任給は都道府県別であ

る巷度のバラツキを示しており,これが高卒労働

者の移動性の不完全さを表わしていると解釈でき

るかも知れない27)しかし,この点については,

実証の結果をみて判断されるべきであろう。なお,

昭和43年度の男女別の進学率の説明に当っては,

やはり,男子の放棄所得としては男子高卒者の初

任給を,また女子の放棄所得としては女子高卒労

る。

26)ただし,特定の地域の地元の大学が,設置者別

にみてどのような構成をとっているかは,ある程度注

目されてよいだろう。国立ないし公立の大学の比率が

高いほど,地元の大学へ進学する場合に学生が直接負

担しなければならない費用の平均的な額は低いものと

考えられるからである。このような構成比が実際にど

の程度重要であるかは,今後の実証的検討にまたなけ

ればなら.ない。

27)都道府県別にみて,高校卒業者の初任給に若干

のバラツキがあるからと言って,ただちに高卒労働者

の移動性が不完全であるとか,そもそも労働市場自体

不完全であると主張するのは早計である。どのような

職種かに応じて,非金銭的な報酬の相異とか,技術的

訓練の費用の相異とかが存在するわけであるから,各

地域における産業の構成や,企業規模の木目異その他に

よって,高卒者の報酬にバラツキが出てくることが考

えられるからである。
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働者の初任給をとるのが妥当であろう。

(iv)　-日日中央の大学へ進学することの追加

E,的費用Cとは,結局のところ,学生が家庭を離れ

て生活することにともなう費用,t考えることがで

きる。以下の分析で追加的費用と定義されるのは,

二地元での1人当りの生活費-ここでは食費と住

居費との和-と,中央での1人当りの生活費と

の差額である。中央での1人当りの生活費が相対

:的に高いほど,地方の個人が中央の大学へ進学す

る費用は高くなるであろう。

恐らく,中央の大学-進学することにともなう

費用としてほ,家庭を離れて生活しなければなら

ないわずらわしさや不安感等の精神的負担も重要

~であろう。しかし,このようなJ精神的負担が,ど

の地域に居住しているかによって異なっていると

判断すべき理由は存在しない。つまり,精神的負

-担の存在が何らかの意味で,大学進学率の地域的

分布の説明に貢献することはあり得ないだろう。

また,中央の大学へ進学することによって生じる

追加的費用が,アルバイトの可能性や寮生活によ

る生活費の節約によってある種度軽減されるであ

ろう事実も,同じ理由で,進学率の地域的分布の

~説明には役立たないであろう。

ところで,このようにして定義される迫力ロ的費

用Cは当初の所得額yと相当に強い負の相関関係

をもつのではないかと想像されるo l准帯当りの

個人所得額が高い地域ほど, 1人当りの消費支出

額は高いものと考えられるから,それだけ中央の

大学へ進学することの迫力摘勺費用Cが低く計測さ

れるだろうからである。しかし,実際に得られた

資料でチェックしてみると, yとCとの相関係数

は,昭和46年の推計式に関しては-0.299,昭和

43年については-0.348であり,意外に低い値を

とっており,この意味では多重共線性の心配はそ

れほど深刻でないことが分る。このような結果は

それ自体注意深く検討する必要のあることがらで

はあるが, Cを計測する際の基礎となる, 1人当り

の食費+住居費という支出額が,相当に所得に関

して非弾力的であるということが,そのような結

ー巣をもたらしたのではないかと考えられる。

(v) /・・　各地域の大学の収容能力は,各地蟻
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の地元の大学への新規入学者総数を前年度のその

地域の高校卒業者総数で除した比率で定義される。

以下の推計では,国立大学の収容能力f(N)も使

用されるが,これは地元の国立大学への新規入学

者総数を前年度のその地域の高校卒業者総数で割

ったものである。

(vi)ダミー変数一一本稿のこれまでの分析で

は,各地域の個人の選択は中央の大学へ進学する

か,地元の大学へ進学するか,それとも大学へ進

学しないかという3つの選択肢に限られるものと

前提されている。しかしこの前提は,必らずLも

問題にならないわけではない。というのは,脚注

8に述べてあるように,東北地方の宮城県,中部

地方の愛知県,九州地方の福岡県などは,大学教

育における小センターの役割を果たしているよう

であり,その近隣の諸県の個人の選択がそのため

に影響を受けることがありうるからである。そこ

で,これらの小センターの存在の影響を知るため

に,これらのセンターに対応する3つのダミー変

数が導入されている28)

IV.推計結果の評価

第Ⅱ節で展開された理論モデルの推計結果が

第3表(昭和46年)および第4表に示されている。

この節では,ここに得られた推計結果に沿って琴

論モデルを評価する。

1・当然予想されることながら,大学進学率の地

域分布は本稿の理論モデルでは完全には説明され

ない。進学率の地域分布を完全に説明するために

は別の要因を見出す必要があるだろう。

2・個人ないし家計の経済的状況を表わすものと

考えられる1世帯当りの個人所得額の平均値9は,

必ずしも常に有力な説明要因であるわけではないO

相対的には, 43年についても, 46年についても,

中央の大学への進学率R_Aのバラツキを説明する

上では有意であり,地元の大学への進学率BBの

バラツキを説明する上では有意ではなかった。し

かし,この結果は,本稿のモデルから予想されな

いことではない。 y-の値が高いということは,追

28)ダミー変数についての詳細は資料の表を参偲さ

れたい。
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第3表(昭和46年)　　　　　　　　　　　　　　　　　( )内はt債

第4表(昭和43年)

学を希望しない者の一部を地元の大学への進学を

希望するようにしむけるが,他方,地元の大学へ

進学したいと思う者のうちのある者を中央の大学

-の希望にむけるため,この両方の効果が相殺し

合う結果, 9はBBのバラツキを説明する上では

有意でないことになると考えられるのである。こ

のことは第Ⅱ節(a)で検討されているとおりであ

る。

3.大学へ進学することの費用としての放棄所

得は,各地域における高校卒業者の初任給で表現

しているが,推計の結果では高校卒業者初任給の

地域的バラツキは,大学進学率の地域的バラツキ

を説明する上で有意でなかったO言うまでもなく,

このことは費用としての放棄所得が重要でないと

いうことを意味するものではない。ここで得られ

た結果は,各地域の高校卒業者初任給の額の大小

は,その地域における大学進学率の高低をうまく

説明しないということである。この結果を次のよ

うに説明することができるかも知れない。すなわ

ち,高校卒業者にとっての労働市場とt、うものが,

自分の出身の府県に狭く限定されることのない,

いわば非常に移動性の高いものであるならば,大

学-進学する者にとっての放棄所得も,その地域

内の高卒者の初任給によって規定されることが少

ないだろう。そのため変数eは有意な説明力を持

たないのかも知れない。また, ypとeとの相関係

数を調べてみると　0.54と相当に高い値をとって

いることが分る。,したがって,密とeとの多重共
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線性のために, eの説明力が低いのだと判断すべ

きなのかも知れない。

4・中央の大学へ進学するための追加的費用と

して,推定式に加えられた1人当りの生活費の差

額cについては,ほぼ期待通りの結果が得られて

いる。ひとつの例外(第4表の(14)式)を除けば,

Oは有意な説明力を持っており,符号条件も理論

的考察と合致している。すなわち, Cは中央の大

学への進学率RAに対しては負の影響を与えるし,

地元の大学への進学率BBに対しては正の影響を

与える。しかも,第Ⅱ節(C)で明らかにされてい

るように,いずれの推計の組合わせにおいても,

RAに関する推計式のCの係数の絶対値の方がRB

に関する推計式のOの係数の絶対値を大幅に上ま

わっており(ほぼ2倍), Cは全体としては大学進

学率に対して負の影響を与えることも分る。

5・第Ⅱ節(a)で検討されたように,中央の大

学への進学率BAは,所得9の変化よりも追加的

費用Oの変化に対してより敏感に変化するという

命題は,昭和46年についても,昭和43年につい

ても実証的に確認される。つまり, Cの係数の絶

対値の方がy-の係数の絶対値を大幅に上まわって

いるのである。

6・各地域の大学の収容能力を示す指標′は大

学進学率の地域的分布を説明する上できわめて有

意である。特に,地元の大学への進学率RBを説

明する上では圧倒的な有意さをもっている。第Ⅲ

節において推測されたように,了のより高い値は

地元の大学-の進学率BBを高めるo他方, fIま

中央の大学への進学率RAに対して有意な負の影

響を与えることが推計結果に示されている。しか

し, BBに対する効果の方が大きいので,全体と

しては′は大学進学率に対して正の効果を与える

ことが分る。 (fの値の上昇がBBを高める程度は,

BAを低める程度の約3倍と考えられる。)

また,収容能力了の導入が推計結果を著しく高

めることを考えあわせると,大学進学率の地域的

分布を規定する上で,大学教育サーヴィスの「供

給側」の条件がいかに重大な役割を果たしている

かが理解できる。

7.昭和46年については,各地域の国立大学の
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収容能力′(〟)の効果と,大学全体の収容能力′

の効果との比較が行われている,f(N)もfと同様

の影響を進学率RAおよびRBに対して与えてい

るが,その影響力のスケールはfの場合の2倍に

なっている。このことは, ∫に比べて∫(〟)がよ

り小さな地域的バラツキしかもたないことによる

ものと思われる　AN)の有意性がfに比べて低

いのもそのためであろう。

8・ 3つのダミー変数は地方での大学教育の中

華地の存在の意義を検証するために導入されたも

のである。結果は昭和46年と43年では多少異な

っており,安定性が欠けているという意味では,

推計結果からあまり多くのことを推論すべきでな

いかもしれない。昭和46年, 43年の両年を通じ

て,福岡県の存在は,その周辺の諸県での中央の

大学への進学率BAを引下げる方向に有意に働い

ている。また,昭和46年には宮城県が, 43年に

は愛知県が,地方における小センターとして,そ

の隣接諸県の中央の大学への進学率RAを引下げ

る上で有意な効果をもっていることが分る。しか

し,いずれのダミー変数も,地元の大学への進学

率BBに対しては有意な影響を与えていないo

V.むすび

本稿では,大学の大半が東京,京都,大阪に集

中しているという状況を前提として,地域的な大

学進学率の分布を説明するオーソドックスな理論

モデルを設定し,それが実際にどの程度の説明力

を持ち得るか,という問題を中心とする分析が行

われた。実証の結果によれば,教育投資の理論モ

デルはいちおう「受入れられる」ことが明らかと

なった。

ただし,昭和46年についての推計結果と, 43

年についてのそれとを此較してみると,各説明変

数の推計された係数がかなり異なっているような

印象が与えられる. (たとえば,第3表の(3),(4)

と第4表の(9),(10)とを比較されたい。)もし,そ

の印象どおりに推計結果がその2つの年で顕著に

異なっているということであるならば,第Ⅱ節

に示された理論モデルの現実性に対して疑いが持

たれることになるだろう。なぜなら, 43年から
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46年までの3年間で,地域別の大学進学率の構造

を著しく変えるような,何らかの社会的変動を指

摘することは不可能だからである。そこで,推計

結果から若干の政策的イムプリケ「ションを読み

とる前に,推計されるモデルの構造が43年と46

年とで変わっていないという仮説が統計的に受入

れられるかどうかを調べてみることが必要であろ

う。

形式的に言えば, 43年と46年とについて推計

された方程式の係数が同一であるとする仮説につ

いての,いわゆるChowの検定が行われる29)

ォ,O,fおよびA,D2,Aを説明変数とし, 43年と

46年の両年を通し　Ra>Riを説明させてみると,

その結果説明されずに残る残差の平方和は, RA

について430.0, RBについて221.1である。他方,

43年と46年とを区別して推計を行った場合, RA

についての残差平方和は43年で107.8, 46年で

259.2,合計367.0,またRBについての残差平方

和は43年で′62.5, 46年で147.9,合計210.4であ

る。したがって, 43年と46年のデータを区別せ

ずに,通して推計を行うことによって増加する残

差平方和は, RAについては63.0, RBについては

10.7である。これらの増加する残差平方和を説明

変数の個数8で割ったものと, 43年と46年とを

区別した場合の残差平方和の合計を両年の推計の

自由度の和(35×2-70)で割ったものとの比率を

もとめると, RAについては1.50, RBについて

は0.45となり,十分に低い値をとっている。つま

り,統計的にみるかぎり, 43年と46年とで推計

された方程式の係数の値が有意に異なっていると

は言えないのである。

次に,進学率Ra,-S_bの地域的分布を説明する

上で有意であった説明変数は密,O,fであったが,

これらの変数の変化が進学率に及ぼす影響を定量

的に示してみると,第5表のようになる。この表

では,各変数の変化の効果の比較をできるだけも

っともらしくするために各説明変数がそれぞれ標

準偏差値だけ増加するときに,予測される進学率

Ra>Pi-bの変化の値が表示されている。 (ただし,

29) Chowの検定については, J.Johnston, Kcon0-

metric Methods, 1963, ch. 4を参照。
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第5表　変数y, cおよびfの変化の効果

数値は,各説明変数が標準偏差値だけ増加するときのBa,Bbの変化

分を示している。

推計の基準になった推計式は,第3表の(3),(4)

および第4表の(9),(10)である。)この表で注意す

べきなのは,数値の絶対的な大きさよりも,むし

ろ相対的な大きさである。大学進学率の分布の変

更を追及する場合の政策的イムプT)ケ-ションを

そこから読みとることができる。

所得水準yの変化が進学率に及ぼす効果は相対

的に小さいものである。したがって,所得較差の

変更という政策が,何らかの形で実施可能である

としても,それが進学率の地域的較差の是正で果

たすものと期待される役割は大きくはない。また,

所得水準の分布が持っている説明力の中には,

「社会学的要因」を媒介として進学率の分布に影

響するものも含まれており,本稿の分析ではその

識別が行われていない。所得水準の一時的な変化

はただちに「社会学的要因」に影響を及ぼすとは

考えられないから,所得の地域的分布が変化する

ことの効果は一層低いものと考えられるであろう。

第5表でみるかぎり,大学教育サーヴィスの供

給の地域的パターンが進学率を規定する上で,き

わめて重要である。第2表(あるいは資料の∫の

系列)に示されるような大学収容能力の偏在は,

地方における中央の大学への進学率RAを高め,

地元の大学への進学率を抑え,なおかつ全体とし

ての大学進学率(本稿の文脈で言えばRa+Bb)を

抑圧することに貢献しているのである。そして,

このことは大学収容能力の地域的偏りを是正する

政策が相当に効果的であろうことを意味している。

さらに注意すべきことは,大学収容能力の地域的

均等化が,他方では,中央の大学へ進学すること

の追加的費用Cの影響力を低める方向に働くだろ

うということである。なぜなら,第2表に示され

ているような大学教育の地域的な供給パターンを

前提として,追加的費用Cの意味ノが検討されたわ
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けであり,もしこの供給パターンが地域的な均等

化の方向へ変更されるならば, Cの存在の意味が

薄れてくるものと予想されるからである。そうだ

とすると,地方におけるfの値の増加は, Cの債

数の倍を絶対的に低めることを伴うのであるから,

進学率の地域的較差を是正する上では一層強力な,

武器ということになるだろう。

(横浜国立大学経済学部)

VI.資料についての付論

本文の推計に使われた資料について若干の解説を行

おう。

y-・--1世帯当りの個人所得額O都道府県即の個人所

得の出所は経済企画庁経済研究所国民所得部編『国民経

済計算』 No.28およびNo.29による。また,都道府県

別世帯数は住民基本台帳世帯であり,この数字は朝日新

聞社編『民力』 1971年版および1968年版からとった。

なあ　付表の2/(1)は昭和45年のト牡帯当り個人所得,



-132-

付表2
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2/(2)は昭和42年の1世帯当り個人所得である。単位は

1,000円。

6--日都道府県別高校卒業者初任給(全産業) 。資料出

所は労働省大臣官房統計情報部『労働統計年報』昭和

46年および43年。付表のe(l), e{2M), e(2F)は,そ

れぞれ昭和46年の男子高卒労働者初任給,昭和43年のr

男子高卒労働者初任給,および昭和43年の女子労働者

初任給である。単位1,000円。

C・・--都道府県別1人当りの食費および住居費の額を,

東京,京都,大阪における1人当りの食費および住居賢

の単純平均額から控除したものO資料出所は総理府統計

局『家計調査年報』昭和46年,43年。付表のc(l), c(2)

はそれぞれ昭和46年, 43年のデータ。単位は1,000円ca

f--A.各都道府県が収容した大学入学者数を各府県の

高校卒業者総数で割ったもの。資料出所は文部省大臣官

房調査統計課『学校基本調査報告書』昭和46年, 43年cp

なあ　付表の∫(〟)は各都道府県の国立大学が収容した

入学者数を各府県の高卒者総数で割ったもの。資料出所

はfと同じ.なお/(AOは昭和46年についてのデータ

である。

Ha--各都道府県の中央の大学への進学者数(浪人

を含む)を高卒者総数で割ったものo資料出所は文部省

大臣官房調査統計課『学校基本調査報告書』。なあ　43・

年についてのデータは中教審『わが国の教育のあゆみと

今後の課題』基礎資料No. I-64からの推計である。な

あ　付表のBA12M), EA(2F)はそれぞれ昭和43年の

男子および女子についてのデータである。単位百分率。

BB--各都道府県の地元の大学への進学者数(浪人_

を含む)を高卒者総数で割ったもの。資料出所はRAと

全く同じであるo付表のBB12M), RB(2F)はそれぞれ

昭和43年の男子および女子についてのデータ。単位百

分率。


